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「大規模地震発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン」改定を踏まえた、  

事業者の帰宅困難者等対策取組みの再点検・見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. 内閣府「大規模地震発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン」改定 

内閣府が2024年7月26日に「大規模地震発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン（以下、ガイ

ドラインという）」を改定・公表した。 

本ガイドラインは、東日本大震災（2011年3月）の影響により、首都圏において約515万人（内閣府

推計／当日中（午前0時まで）に帰れなかった首都圏の人数）に及ぶ帰宅困難者が発生したことを機

に、官民連携の「首都直下地震帰宅困難者等対策協議会（座長：内閣府政策統括官（防災担当）、東

京都副知事）」で取りまとめられた最終報告（2012年9月）を基にして2015年3月に策定されたもの

で、首都直下地震をはじめとした大規模地震発生時には膨大な数の帰宅困難者の発生が想定されるこ

とから、その安全確保と円滑な対応を図るための指針を提供することを目的としている。 

今回の改定は、東日本大震災の発生から10年以上が経過し、鉄道網や幹線道路等の耐震対策の進展

や、デジタル技術の発展など、帰宅困難者等対策において考慮すべき社会状況の変化を踏まえて、

「首都直下地震帰宅困難者等対策検討委員会（座長：東京大学先端科学技術研究センター 廣井悠教

授）」が取りまとめた「帰宅困難者等対策に関する今後の対応方針（令和4年8月）」に基づき、官民

が連携して行った具体施策に関する検討内容を踏まえたものである。 

そこで本稿では、ガイドラインの改定概要を紹介し、ガイドライン改定を踏まえた事業者の帰宅困

難者等対策取組みのポイントを、事例を交えつつ解説する。 

なお、帰宅困難者等対策は、一般的に大都市特有の対策（著しい渋滞や群衆なだれ、オープンスペ

ースの不足等が考えられる為）とみなされることが多いが、後述する帰宅判断や事業所内待機は、法

的責任の観点からも全ての事業者に求められる判断・対応事項である為、三大都市圏（首都圏・近畿

圏・中京圏）以外に所在する事業者も、しっかりと取り組んで頂きたい。 

 

 

 

 

【要旨】 

 2024 年 7 月 26 日に、内閣府「大規模地震発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン」が改

定された。 

 今回の改定では、「帰宅困難者等の適切な行動判断のための情報提供のあり方」が整理され、

また「一斉帰宅抑制後の帰宅場面における再度の混乱発生の防止」を目指した指針・対応例が

追加された。 

 帰宅困難者等対策は、「初動対応」から「事業継続」への繋ぎの部分として非常に重要な取組

みであるが、事業者によっては十分に検討できていないケースが見られる。また、昨今のリモ

ートワーク等の浸透により、従来の帰宅困難者等対策が形骸化している可能性もある。今回の

ガイドライン改定を機に、自社の帰宅困難者等対策を再点検・見直し頂きたい。 
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２. ガイドライン改定の概要とポイント 

ガイドラインでは、帰宅困難者等対策の具体的な取り組み内容として、従来より以下の項目が取り

上げられていた（以下の章立て番号は、改定版ガイドラインの章立て番号を記載）。 

 一斉帰宅の抑制（第２章） 

 一時滞在施設の確保（第３章） 

 帰宅困難者等への情報提供（第４章） 

 駅周辺等における混乱（第５章） 

 徒歩帰宅者への支援（第７章） 

 帰宅困難者等の搬送（第８章） 

 国民一人ひとりが実施すべき平時からの取組（第９章） 

今回の改定のポイントは、次の二つの観点が新たに加わった点にある（図１参照）。 

・ 帰宅困難者等の適切な行動判断のための情報提供のあり方の整理（第４章への追記） 

・ 帰宅開始場面における新たな混乱発生の防止（第６章として新設） 

 

【図１】帰宅困難者等対策の取り組み内容と関係性 

（出典：廣井悠・中野明安「これだけはやっておきたい！帰宅困難者対策Ｑ＆Ａ」（2013年9月）を基にインターリスク総研にて加筆修正） 

 

(1) 帰宅困難者等の適切な行動判断のための情報提供のあり方の整理 

  ガイドラインの第４章では「帰宅困難者等への情報提供」について言及がなされているが、今回

の改定では、こうした情報提供のあり方があらためて整理され、「大規模地震発生時における帰宅困

難者等の適切な行動判断のための情報提供シナリオ」として新たに追加された（当該図表について

は 12 ページの巻末図参照）。 

  帰宅困難者等への情報提供は、①帰宅抑制に資する情報、②安全な滞留を助けるための情報、③帰

宅・帰宅支援に関する情報、④帰宅困難者の搬送に関する情報に大きく分類される。今回の改定で

は、帰宅困難者等が適切に行動できるようにするためには、これらの情報について「時系列で変化す

る帰宅困難者等の行動を鑑みて、各主体が連携した一連の情報を帰宅困難者等に届ける必要がある」

という考えの下、各主体が「いつ」、「どのタイミングで」、「誰が」、「どのような情報を」出すのかを

時系列で整理した。 
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 この各主体には、一時滞在施設等の管理者や行政、鉄道事業者、そして本稿のメインの読者であ

ろう企業等が含まれている。図２はガイドラインで新たに掲載されたシナリオの内、帰宅困難者等

（≒企業で言えば従業員等）と企業等の時系列の動きを抜粋したものであるが、こうした時系列ご

との対応・判断と情報の整理は、自社のルール等整備においても有効活用できる為、ぜひ今一度ご

確認頂きたい（なお、当該シナリオを活用した各種判断・対応のあり方については本稿第３章参照）。 

 

【図２】帰宅困難者等の適切な行動判断のための情報提供シナリオ（企業部分のみ抜粋し加筆修正） 

（出典：内閣府ガイドラインを基にインターリスク総研にて加筆修正） 

 

(2) 帰宅開始場面における新たな混乱発生の防止 

また、新たに第６章として「帰宅開始場面における新たな混乱発生の防止」が設けられ、一斉帰宅

抑制後の帰宅行動指針、ならびに同指針を踏まえた各主体における対応例が追記された。 

従来より、ガイドラインでは「一斉帰宅の抑制の徹底」が呼びかけられていた。これは、災害発生

初期の段階で帰宅困難者等が無秩序に一斉帰宅を試みることによる、①群衆なだれ・大規模火災・

建物倒壊等に巻き込まれる、②交通渋滞によって消防車や救急車が遅れたり到着できずに致命的な

損害をもたらす、③翌日以降の出勤困難により事業継続や復旧が大幅に遅れる、等の二次被害を防

ぐ為にある。 

この基本原則は変わりないが、混乱の収拾や公共交通機関の運転再開等に伴い、待機していた大

量の帰宅困難者等が一斉に移動を開始することで新たな混乱をもたらすことが懸念されるとし、帰

宅が可能になった状況でも一斉に帰宅を開始するのではなく、「分散帰宅（時間的あるいは空間的（移

動範囲や移動手段等）に分散すること）」を基本とすることし、各主体はその基本方針に則した対応

を行うことが新たに明記された。 

 

３. ガイドライン改定を踏まえた事業者の帰宅困難者等対策取り組みの見直し 

それでは、今回のガイドライン改定を踏まえて、事業者としてはどのような対応・見直しを行えば

よいのか。ここでは帰宅困難者等対策の「法的責任の視点」を紹介した後、「帰宅対応」と「帰宅困

難者対応（滞留者対応）」の二つに分けて、そのポイントを解説する。 

 

(1) 前提：帰宅困難者等対策の法的責任 

事業者は、従業員らの心身の健康と安全を守る安全配慮義務を負担しており（労働契約法第５条、

民法第１条２項）、この義務は自然災害等が発生した場合においても免れるものではない。また、同

様の場合において、会社役員等の善管注意義務（会社法第３３０条、民法第６４４条）にも相当する
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可能性がある。 

本ガイドラインでは、国が一斉帰宅抑制や分散帰宅を推進する目的として、「緊急輸送活動等の円

滑化」のほかに、「帰宅困難者自身の安全の確保」を挙げている。ついては、大規模地震発生時に企

業が一斉帰宅抑制や分散帰宅の方針等を踏まえずに漫然と従業員らを帰宅させ、結果として従業員

らが死傷等した場合は、「帰宅困難者自身の安全の確保を軽視した」として、安全配慮義務等が尽く

されなかったとみなされる可能性がある。 

なお、過去の裁判事例等からひもとくと、自然災害等における安全配慮義務については、以下の

４点を特に抑えておく必要がある。帰宅困難者等対策においても、以下の４点を意識して頂きたい。 

① 事前準備（ルール・マニュアル策定、従業員へのルール等周知、教育、訓練等） 

② 権限の自動移譲ルールの確立（判断権者不在の状況を回避する（代行者の設定等）） 

③ その場の情報収集（判断・対応に必要な情報について適切に収集・整理する） 

④ 合理的な判断（事前のルールやその場で収集した情報を基に、少しでも合理的な判断を行う） 
※自然災害等における安全配慮義務の裁判事例については、七十七銀行女川支店津波被災事件（第 1 審）（平成 26（2014）年 2月 25 日）判

決や常磐山元自動車学校津波被災事件（第 1 審）（平成 27（2015）年 1 月 13 日）判決等を参照されたい。 

 
(2) 「帰宅対応」の見直しポイント 

① 一斉帰宅抑制の再徹底と分散帰宅に関する方針の追加 

第２章(２)のとおり、「一斉帰宅抑制」の方針に変更はない為、こちらについては再度従業員に周

知徹底頂きたい。 

加えて、周辺状況の変化等によって帰宅できる状況になった場合でも、「分散帰宅」を基本とする

ことをマニュアル等に追記した上で、自社としての分散帰宅の方針（表１参照）をあらかじめ示し

ておくと、実際の災害時に混乱が発生しにくい（分散帰宅を開始するトリガーについては②参照）。 

【表１】分散帰宅方針の検討（例） 
帰宅の「原則」に 
関する事項 

・ 徒歩帰宅が可能な場合は可能な限り徒歩で帰宅してもらう（公共交通

機関混雑の緩和や主要駅周辺での群衆なだれ等の防止） 
・ 徒歩帰宅者は性急に帰宅を開始せず、帰宅経路の選定（後述③のＷＥ

Ｂサイト等活用）、所要時間と混雑状況、天候、所持品、トイレが使用

できる中継点等を確認して帰宅を開始する 
・ なお、災害時における徒歩速度は 2.5km/h（平時より半減）といわれ

ている他、直線距離で 10km を超えると徐々に帰宅可能者が減少する

とされている事に留意する（内閣府情報等参照）。災害時帰宅支援ス

テーションを利用する等して、無理をせず自分のペースで帰宅する。 
・ 鉄道利用者は、目的の駅までの全区間が運転再開したことが確認でき

てから移動を開始する（それまでは原則待機） ※適宜振替輸送の活

用等も実施 
・ 自動車利用者は、緊急通行車両を優先する交通規制が継続している可

能性があることを踏まえて、安全かつ通行可能な帰宅経路の選定（後

述③のＷＥＢサイト等活用）、所要時間、所持品、中継点（ガソリンス

タンド等含む）等を確認して帰宅を開始する 
分散帰宅の「方針」

に関する事項 
・ 帰宅方面に応じて帰宅開始時期を分散させる（鉄道の運行状況や駅・

道路等の混雑状況等を基に、時間をずらす判断をする等） 
・ 早期帰宅の要否で帰宅開始時期を分散させる（小さな子どものお迎

え、家族の介護、家族の負傷等の事情がある者を先に帰宅させる等） 
・ 業務の観点で帰宅開始時期を分散させる（テレワークが可能で、早期

に業務を再開しなければならない者を先に帰宅させる等） 
  （出典：首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議「一斉帰宅抑制後の帰宅行動指針」（令和 6 年 7 月）等を基にインターリスク

総研にて作成） 
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＜参考情報：一斉帰宅抑制や分散帰宅に強制力はあるのか？＞ 
こうした一斉帰宅抑制や分散帰宅について、事業者は従業員に対して強制することはできないこ

とをご留意頂きたい。これらの取り組みは、あくまで従業員の理解を求めた上で、自発的な協力を

求めていくことになる。 
そして、従業員が一斉帰宅抑制や分散帰宅方針に従わずに帰宅をする場合であっても、事業者は

安全配慮義務を負っているという前提で、以下のような対策を行うことが求められる。 
・ 一斉帰宅抑制や分散帰宅方針の意義を改めて十分に説明し、理解してもらう 
・ 自宅までの経路の被害情報や想定所要時間等を説明し、危険性を把握してもらう 
・ 上記を理解した上でも帰宅を希望する場合は、従業員個人の意思の下帰宅させる（事業所内に

留まることを事業者が指導したこと、従業員自らの意思で帰宅したことを確認する為の「確認

書」を準備することも一つの対策となる） 
・ 上記帰宅者に対して、安全な帰宅を支援できる様、情報の提供（災害時帰宅支援ステーション

等の情報、帰宅経路に関する情報、道路・交通情報、鉄道復旧情報等）、備蓄品（水、食料、

ヘルメット、長距離を安全に歩行できる靴、通信手段等）の提供等を行う 
 

また、東日本大震災において、個人が帰宅要否を判断した理由の内、帰宅手段の有無にかかわる事柄

を除くと、「家族と連絡がついたかどうか」が大きな割合を占めていた。このことから、家族の安否情

報の有無が帰宅意思に大きな影響を及ぼすと考えられる為、「家族間の安否確認の手順・ルール」を従

業員に事前に周知徹底させることも、一斉帰宅抑制につながるといえる。 

【表２】東日本大震災において帰宅しないことを決心したきっかけ／帰宅を決心したきっかけ（複数回答） 
帰宅しないことを決心したきっかけ 帰宅を決心したきっかけ 
交通機関の復旧の目途が立たな

かったから 
77.2% 自宅までの距離から、徒歩でも帰

れそうだったから 
42.4% 

徒歩で自宅まで帰るのは難しい

から 
48.9% 交通機関を利用して帰れそうだ

ったから 
19.7% 

職場や家族と連絡がとれたから 20.8% 自宅に帰ってやるべきことがあ

ったから 
16.3% 

食料や飲料水、休憩・就寝場所な

どを確保できたから 
18.4% 家族と連絡がとれなくて心配だ

ったから 
11.7% 

（出典：廣井悠・中野明安「これだけはやっておきたい！帰宅困難者対策Ｑ＆Ａ」（2013年9月）を基にインターリスク総研にて作成） 

 
② 帰宅判断に必要な情報と従業員への情報提供の見直し 

図２や巻末図（12 ページ）を参照しながら、帰宅判断に必要な情報、帰宅を許可するトリガー、

ならびに従業員への情報提供について再点検頂きたい。 

ここでは、東京都が公表している「帰宅困難者等への情報提供ガイドライン」を基に、当社の知

見も盛り込んだうえで、帰宅判断において必要な情報を整理する（２ページにわたって記載）。 
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【表３】帰宅判断において必要な情報と判断基準・提供方法（例）  
帰宅困難者に提供すべき情報 帰宅を許可するトリガー

（例） 
情報の入手先・手段 従業員への情報の提供

方法 
地

震

情

報 

震度情報 
余震情報 

・ 揺れが落ち着いてい

るほど可 
・ ラジオ・テレビ 
・ 自治体 
・ 公共交通機関事業

者、日本道路交通

情報センター 
・ インターネット 

・ ラジオ・テレビ等の

館内放送 
・ 掲示板（紙） 
・ 声によるアナウン

ス・館内放送 
・ イントラ掲示板 

各

種

被

害

情

報 

自分が住む地域の被害

（倒壊・火災・液状化・浸

水・土砂災害等） 

・ 被害が少ない、または

復旧に向かっている

ほど可 
自社周辺の被害（倒壊・火

災・液状化・浸水・土砂災

害等） 
道路・通信・ライフライン

の被害・復旧見込み 
公共交通機関の運行状

況・復旧見込み 
自社内部の被害状況 ・ 被害が甚大で滞在が

危険な場合は帰宅ま

たは別の場所へ移動 

・ 自社担当者／対策

本部等 
・ 建物被害チェック

リスト 

・ 掲示板（紙） 
・ 声によるアナウン

ス・館内放送 
・ イントラ掲示板 

帰

宅

許

可

を

判

断

す

る

上

で

留

意

す

べ

き

情

報 

帰宅経路を知る為の地図

情報 
― ・ 自社担当者／対策

本部等 
・ 地図の提供 

帰宅途上の道路の通行止

め、沿道被害、混雑状況 
・ 混雑が緩和している

方面が帰宅可能 
・ 迂回ルートを確保で

きる場合は帰宅可能 

・ ラジオ・テレビ 
・ 自治体 
・ インターネット 

・ ラジオ・テレビ等の

館内放送 
・ 掲示板（紙） 
・ 声によるアナウン

ス・館内放送 
・ イントラ掲示板 

公共交通機関の混雑状況 ・ 混雑が緩和している

方面が帰宅可能 
・ 目的の駅までの全

区間が運転再開し

ている場合は可能 

・ ラジオ・テレビ 
・ 自治体 
・ 公共交通機関事業

者、日本道路交通

情報センター 
・ インターネット 

周辺地域の一時滞在施

設、災害時帰宅支援ステ

ーション、避難所等の開

設・運営状況 

・ 開設している場合は、

中継点等で活用する 
・ ラジオ・テレビ 
・ 自治体 
・ インターネット 

周辺地域の災害時要援護

者の搬送拠点、代替輸送

手段 

―（万が一の場合に活用） ・ ラジオ・テレビ 
・ 自治体 
・ インターネット 

天候 ・ 悪天候でなければ帰

宅を許可 
・ 酷暑・極寒でなければ

帰宅を許可 

・ ラジオ・テレビ 
・ インターネット 

日没時間 ・ 日没時間までに帰宅

できる距離であれば

許可 

・ ラジオ・テレビ 
・ インターネット 

自社の備蓄品残数状況 ・ 帰宅に際し靴、飲料

水、食料等の個人装備

が不十分な場合は帰

宅を控える（ただし、

備蓄の枯渇を想定し

て、適切なタイミング

で移動を検討） 

・ 自社担当者／対策

本部等 
・ 備蓄品リスト 

・ 掲示板（紙） 
・ 声によるアナウン

ス・館内放送 
・ イントラ掲示板 
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同一方面の帰宅者の有無 ・ 同一方面に帰宅する

者がおらず、単独で帰

宅することになる場

合は帰宅を控える 

・ 自社担当者／対策

本部等 
・ 掲示板（紙） 
・ 声によるアナウン

ス・館内放送 
・ イントラ掲示板 

家族や知人の安否情報 ・ 無事を確認できてい

れば、むやみに帰宅せ

ず滞在する 

・ 従業員個人 ・ 災害用伝言ダイヤル 
・ 災害用伝言版 

（出典：首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議「帰宅困難者等への情報提供ガイドライン」（令和 6 年 7 月）を基にインターリス

ク総研にて加筆修正） 

 
③ 「帰宅対応」に関する事業者の優良取り組み事例 

ここでは、「帰宅対応」に関する事業者の優良取り組み事例を紹介する（今回のガイドライン改定

に関する事項に限らず、「帰宅対応」全般の優良事例を紹介する）。 

 Ａ社の事例：グループ別帰宅計画案の作成 

従業員の自宅住所について事前に確認を行った上で、方向別・距離別に帰宅グループを作成し、

ルート確認や安全性検証の基礎資料とし準備をしておく。 

また、帰宅地図、帰宅ルート上の避難場所、帰宅支援施設等の情報を事前にグループごとに纏め

ておき、災害時には従業員にそれらを提供する。 

 
 Ｂ社他複数社の事例：帰宅支援に有効なＷＥＢサイトの活用 

帰宅支援において、各種ＷＥＢサイトを有効に活用する企業は非常に多い。 

東京都に所在するＢ社では、東京都がホームページ上で公開している「防災マップ」（図３参照）

を事前に従業員に周知しており、これらを活用した帰宅対応を行っている。「防災マップ」では、

災害情報や防災施設、災害時帰宅支援ステーションや帰宅支援対象道路※が閲覧できるほか、徒

歩帰宅（または自動車帰宅）のルートを検索することができる。 
※帰宅支援対象道路：都が指定する徒歩帰宅者支援対象道路。対象沿道では徒歩帰宅者向けの看板や案内図の設置、徒歩帰宅者の為の歩

行空間の確保（無電柱化、バリアフリー化、不法占用・違法駐輪等の一掃）等が進められている 

 

また、2024 年 1 月に発生した能登半島地震においては、道路情報等を確認する為に、トヨタ自

動車㈱が公開している「通れた道マップ」やＩＴＳジャパンが提供する「乗用車・トラック通行

実績情報」、防災科学技術研究所が公開している「防災クロスビュー」等が有効に活用された。

特に自動車交通に大きく依存している中京圏の事業者等、自動車通勤の従業員が多い事業者は、

これらの情報を有効に活用頂きたい。 
 

 Ｃ社の事例：徒歩帰宅訓練の実施 

交通機関不通との前提で、主に主要幹線道路を使い、徒歩で会社から帰宅することを想定し、訓

練目的地（もしくは自宅）に徒歩で移動する訓練を実施。この訓練では、従業員自身にとって重

要な情報を入手し、かつ自宅や同方向にある訓練目的地までの距離感や疲労感を体感すること

を目的とした。 

移動に際しては、事前に配布する「災害時帰宅支援マップ」を所持し、ルート上の広域避難場所

やコンビニエンスストア等の災害時帰宅支援ステーションステッカーの有無を確認しながら、

訓練目的地に移動する。 
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【図３】東京都防災マップ   （出典：東京都ホームページより） 

 
(3) 「帰宅困難者対応（滞留者対応）」の見直しポイント 

① 「事業所内に滞留する」為の対応事項の整理や準備 

一斉帰宅抑制の再徹底や分散帰宅方針の追加により、必然的に事業所内に滞留する従業員が増え

ることが想定される。その為、帰宅困難者等対策として、事業所内に滞留する為の対応事項や準備

を改めて整理頂きたい。 

事業所内に滞留する場合も、安全配慮義務や善管注意義務が求められる他、従業員が安心して、

かつ少しでも快適に数日間を過ごせるように、事業者としては以下の対応手順やルール等をあらか

じめ策定することが求められる。 

なお、大規模事業所の場合は、これらの対応事項を対策本部要員のみで対応することは非常に困

難である為、適宜自社滞留者を支援要員として活用することも検討頂きたい。 

 
【表４】事業所内に滞留する際の事業者側の検討事項 
検討項目 主な検討事項・対応事項 
滞留スペースの確保 ・ 滞留スペースの目星をあらかじめつけておく 

・ 建物・滞留スペースの安全確認を行う（チェックリスト等を準備す

る） 
・ 従業員および来客者の滞留スペースを確保する（スペースに余裕が

あれば男女別に分ける、負傷者・体調不良者等専用のスペースを設

ける等の配慮があることが望ましい） 
・ 自動車通勤の従業員の場合は、車中泊も検討対象とする 

滞在場所の管理 ・ 滞留対象者以外が社内に入らないように出入口を限定する、立哨・

座哨・巡回者等を配置する 
備蓄品の準備と提供 ・ 水・食料・寝具・バッテリー等備蓄品を適時適切に配布する 

・ 事業所内には商談等による来客者がいることも想定される為、来客

者等の為の備蓄品も別途準備する（東京都では全体のプラス 10%程

度を目安としている） 
・ 一方で、事業者がすべての従業員の備蓄品を 1 ヶ所に保管すること

は難しい為、各フロアや比較的アクセスしやすい場所での分散保管

や、従業員個人による備蓄品の準備（自身のロッカーや通勤車両の

トランクに入れておく等）を促す 
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トイレ対応 ・ トイレの利用場所や、（携帯トイレ等を利用する場合の）処理の方法

をあらかじめ検討する 
・ 適切な処理方法を示した掲示物等をあらかじめ準備する 
・ 定期的に清掃・管理を行う 
・ 事業所が所在する自治体等の廃棄物処理方法等をあらかじめ確認

する 
廃棄物処理対応（腐敗性廃

棄物、感染性廃棄物、産業

廃棄物等） 

・ 廃棄物の保管場所や処理方法をあらかじめ検討する 
・ 適切な処理方法を示した掲示物等をあらかじめ準備する 
・ 定期的に清掃・管理を行う 
・ 事業所が所在する自治体等の廃棄物処理方法等をあらかじめ確認

する 
負傷者・体調不良者対応 ・ 負傷者・体調不良者が発生した場合の対応手順や、病院への搬送方

針等をあらかじめ検討する 
・ 産業医等の不在時でも応急手当が実施できる様、従業員全員に応急

救護の教育・訓練を行う 
滞留者への定期的な 
情報提供 

・ 滞留者に対して定期的に情報を提供することを定める（情報の種類

等については第３章(2)②参照） 
余震発生時の対応 ・ 余震が発生した場合の対応手順をあらかじめ検討する 
マニュアルの準備 ・ 上記について、「対策本部要員向け」と「滞留者向け」に分けてマニ

ュアルを準備し、配布する 
（出典：インターリスク総研にて作成） 

 

＜参考情報：一時滞在施設を開設する場合の対応＞ 
自社が「行き場のない帰宅困難者」の受け入れをする「一時滞在施設」を開設する場合は、自社の

従業員を滞留させる場合とは異なる対応計画を策定する必要がある。 
この場合、表４で示す対応事項の他、一時避難滞在施設としての開設準備、行政や近隣施設・近

隣駅等との連携、運営本部の設置、受け入れ業務の実施（受け入れ条件の明示、誘導、滞在者名簿の

作成、滞留者マニュアルの配布等）、閉鎖方針の検討と準備等が含まれてくる（詳細は各自治体の一

時滞在施設ガイドライン等を参照）。また、災害時に一時滞在施設を開設する場合には、その運用業

務を含めて従業員の業務の内容となることを、あらかじめ労働契約上明確にしておくことが望まし

い※。なお、一時滞在施設を開設して受け入れた場合、善管注意義務を負う可能性があることにも留

意が必要である。 
※参考：国鉄鹿児島自動車営業所事件（最高裁）平成 5 年 6月 11 日判決 

 
② 「帰宅困難者対応（滞留者対応）」に関する事業者の優良取り組み事例 

ここでは、「帰宅困難者対応（滞留者対応）」に関する事業者の優良取り組み事例を紹介する（(2)

同様、ガイドライン改定に関する事項に限らず優良事例を紹介する）。 

 Ｄ社他複数社の事例：マニュアル類の作成 

一般的な災害時の初動対応マニュアルとは別に、帰宅困難者対応に特化したマニュアルを作成

する企業が増えている。 

東京都に本社を置くＤ社では、「災害時生活マニュアル」を作成し、救助工具や救急セット・Ａ

ＥＤの設置場所を明示する他、「滞在」「寝る」「食べる」「トイレ」といった目次別に対応事項を

整理。各フロアのキャビネットに 50 部ずつ配置する他、社用ＰＣやスマートフォンでも閲覧可

能としている。 

 
 Ｅ社他複数社の事例：事業所内滞留に関する実証実験・訓練等の実施 

Ｅ社では、「快適な睡眠の確保」を目指して実際にオフィス内で検証し、「睡眠場所」と「各スペ

ースでの収容可能人数」を確認。さらに下層階で睡眠をとりやすいスペースを救護室として指定。 
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宗教法人Ｆでは、大規模災害を想定して３カ月に一度宿泊訓練を実施。訓練では備蓄品を使用し

て１日を過ごす他、簡易トイレを実際に使って使用方法を学んでいる。 

また、Ｇ社は本社屋が一時滞在施設としての機能を有していることから、自治体が中心となって

他企業と連携した帰宅困難者受け入れ訓練（入退館受け付け、備蓄品配布、救護所開設、情報提

供等）を実施。 

 

４. ガイドライン改定を契機とした帰宅困難者等対策の取り組み推進 

多くの事業者では、従業員の命を守る「初動対応（消防計画、初動対応マニュアル類）」や、企

業・事業を守る「事業継続（ＢＣＰ類）」はしっかりと検討されており、従業員にも浸透しつつある

が、初動から事業継続へのいわば繋ぎともなる「帰宅困難者等対策」については、細かいルールや手

順等が定まっていないケースが多いと推察する。一方で、これらの対応は従業員の安全に直接影響す

る他、事業者としての安全配慮義務や会社役員等の善管注意義務等に密接にかかわる事項でもある。 

本ガイドラインの改定は、東日本大震災時に関心が高まった帰宅困難者等対策に、再びフォーカス

が当たるきっかけとなったといえる。また、以前に帰宅困難者等対策を整理した事業者も、昨今のリ

モートワーク等の浸透を踏まえて見直しの余地（帰宅・滞留者想定人数の変更、滞留者対応運営の変

更等）があることが想定される為、今回を機に見直しを図って頂きたい。 

なお、帰宅困難者等対策を検討する上では、東京都が毎年公表している「一斉帰宅抑制推進企業取

組事例集」が非常に参考となる為、これらを活用しながら取り組みを進めると良いだろう（第３章で

紹介している事例もこの事例集を参考としている）。 

本ガイドラインの改定、ならびに本稿を契機に、多くの事業者が帰宅困難者等対策に取り組んで頂

ければ幸いである。 

 

                ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研㈱ リスクマネジメント第四部 

事業継続マネジメント第一グループ  

マネジャー上席コンサルタント 矢野 喬士 
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ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループのリスク関連

サービス事業会社として、リスクマネジメントに関するコンサルティングおよび広範な分野での調

査研究を行っています。 

事業継続マネジメント(ＢＣＭ)に関するコンサルティング・セミナー等を実施しております。 

コンサルティングに関するお問い合わせ・お申し込み等は、下記の弊社お問い合わせ先、またはあ

いおいニッセイ同和損保、三井住友海上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。 

 

お問い合せ先 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研㈱  

リスクマネジメント第四部 事業継続マネジメント第一グループ／第二グループ 

千代田区神田淡路町2-105 TEL:03-5296-8918・8958／FAX:03-5296-8941 
 https://www.irric.co.jp/ 

 
 
 
 

本誌は、マスメディア報道など公開されている情報に基づいて作成しております。 
また、本誌は、読者の方々に対して企業のＲＭ活動等に役立てていただくことを目的としたもので

あり、事案そのものに対する批評その他を意図しているものではありません。 

不許複製／Copyright ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研 2024 
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【巻末図】大規模地震発生時における帰宅困難者等の適切な行動判断のための情報提供シナリオ 
（出典：内閣府（防災担当）「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン」（令和 6 年 7 月）） 


